
＜次第＞
１．都の取組紹介
 令和５年度の取組及び実績報告、令和６年度の補助事業の概要（環境局）

 産業労働局の取組紹介（産業労働局）

 脱炭素社会の実現に関する令和6年度住宅政策本部施策（住宅政策本部）

２．事業者・団体からの報告
 充電インフラ整備促進に向けた取組について（経済産業省 製造産業局自動車課自動車戦略企画室）

 自社定額サービスの説明・稼働率の向上に向けた取組（ENECHANGE株式会社）

 他県におけるアドバイザー派遣・マッチング会等の取組（Ring-ndx株式会社）

３．意見交換

＜日時＞令和６年７月４日（木）13:30～15:30
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〇環境局 説明資料
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【ZEVの普及目標】※ZEV（Zero Emission Vehicle）＝BEV、PHV、FCV

2035年までに乗用車新車販売で電動車100%（国）

2030年までに乗用車新車販売100%非ガソリン化、
都内乗用新車販売台数に占めるZEV割合50％（東京都）

【充電設備の普及目標】

2030年までに充電インフラ30万口(公共用急速充電設備3万口含む)

を整備。うち、集合住宅や月極駐車場等で10~20万口（国）

2030年に都内集合住宅にZEV充電設備を６万口設置

（東京都）

国と都の政策目標
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集合住宅への充電設備設置状況

※充電設備普及促進事業の交付件数、都営住宅・JKKの設置実績、建築物環境計画書、充電サービス事業者へのヒアリングを基に集計 4
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集合住宅への充電設備設置目標と実績

実績 目標

口（基）

【2030年】
・EV関連に5兆円を投資（トヨタ自動車株式会社）
・EV主力モデル7車種市場投入、電動化・ソフトウェア領域
に10兆円投資（本田技研工業株式会社）

・グローバルで電動車27車種を市場投入（日産自動車株式会社）
・電動車の研究開発や設備に約1兆４千億円投資
（三菱自動車工業株式会社）

【2026年】

・新型EV10車種を市場投入（トヨタ自動車株式会社）

・グローバルで電動車16車種を市場投入、電動化に2兆円を

投資（日産自動車株式会社）

【2028年】

・BEV専用車種の本格導入開始

（マツダ株式会社）

令和5年度末実績※
2,959口



集合住宅への補助実績
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充電設備普及促進事業の予算執行状況

※R5年度及びR6年度の出えん額に対する比率 6

32%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

充電設備普及促進事業（集合住宅・戸建住宅向け）の予算執行状況【2024年5月末現在】



３.運用段階
⑦ランニング経費補助
新規引込の充電設備設置後の電気料金（基本料金）を助成します。
（最大18万円/年（低圧）、最大334万円/年（高圧） 3年間）

２.導入段階
⑥充電設備普及促進事業
充電設備購入費用と設置工事費用を助成します。
国と都の補助金を併用することで、ほとんど費用負担なく設置
できる場合もあります。

⑤充電事業者への相談
東京都では、マンション向けの充電サービスの普及を後押しして
います。ポータルサイトで充電事業者を紹介しています。

④充電事業者との個別相談会
充電事業者から提供するサービスのプレゼンと充電事業者との
個別相談会を行います。（参加費無料 2024年9月28日開催予定）

１.検討段階
⓪ポータルサイト【東京都マンションＥＶ充電器情報ポータル】
マンションへの充電設備の設置に関する総合情報提供サイトです。
セミナーや相談会等、タイムリーな情報を提供します。

②マンション管理アドバイザー派遣
マンション管理に精通する専門家が現地を訪問し、充電設備の設
置に係るアドバイスを行います。（無料/随時受付中）

①オンラインセミナー＆相談会
充電設備の選定から意思決定、設置までを分かり易く解説する
セミナーと専門家に直接質問できる相談会を行います。
（参加費無料 2024年8月2日 第1回目開催予定）

③現地調査経費補助
管理組合内で議論するための提案書作成に係る現地調査費用を
助成します。 （補助額最大18万円/件）

※③⑥⑦の補助事業の対象・要件等の詳細については、各補助事業の実施要綱、交付要綱、
申請の手引きをご確認ください。

都の支援 ⑥設置費用助成 ⑦ランニング経費助成
④充電事業者

への相談

②マンション管理

アドバイザー派遣

①オンライン

セミナー＆相談会

⑤現地調査

経費助成

③充電事業者との無料個別相談会

⓪ポータル

サイト

充電設備の
設置の流れ １.検討段階 ２.導入段階 ３.運用段階

②マンション管理

アドバイザー派遣

：普及啓発 ：補助制度：情報提供東京都の支援策一覧
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R6年度の支援策の拡充【充電設置普及促進事業】

【集合住宅における主な拡充内容】

普通充電設備の設置工事費補助上限額を引き上げ

将来の充電設備設置のための先行工事を補助対象に追加

通信機能付き充電設備、蓄電池付き充電設備（超急速・急速）の設置

に対して上乗せ補助

遠隔制御用エネルギーマネジメント設備を補助対象に追加

8

R6年6月28日から申請受付開始

R6年4月1日～R6年7月31日までの工事契約については遡及して助成



R6年度の支援策の拡充【充電設置普及促進事業】

※合計出力50KW以上の充電設備を導入する場合、受変電設備改修費（機器購入費・設置工事費）を上限435万円まで補助

助成対象設備等 設備購入費 設置工事費 上乗せ補助等

超急速充電設備
(出力９０kW以上) 全額

（機種ごとの
上限あり）

上限１,６００万円
蓄電池付充電設備
上限＋３３５万円/基
通信機能付充電設備
上限＋１０万円/基

上限６万円/kW or 上限３０９万円/基
（いずれか低い方）急速充電設備

(出力１０kW以上)

普通充電設備
Ｖ２Ｈ充放電設備

充電用コンセントスタンド 半額
（機種ごとの
上限あり）

上限１３５万円（１基目）
上限６８万円（２基目以降）

機械式駐車場へ設置する場合
上限１７１万円/基（１基目）
上限８６万円/基（２基目以降）

通信機能付充電設備
上限＋３万円/基

上限９５万円（１基目）
上限４８万円（２基目以降）充電用コンセント

将来の充電設備設置
のための先行工事 -

機械式駐車場以外：上限７万円/区画
機械式駐車場：上限３０万円/区画

-

遠隔制御用
エネルギーマネジメント設備 上限３０万円 -
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都の支援 ⑥設置費用補助 ⑦ランニング経費補助
④充電事業者

への相談

②マンション管理

アドバイザー派遣

①オンライン

セミナー＆相談会

⑤現地調査

経費助成

③充電事業者との無料個別相談会

⓪ポータル

サイト

充電設備の
設置の流れ １.検討段階 ２.導入段階 ３.運用段階

②マンション管理

アドバイザー派遣

：普及啓発 ：補助制度：情報提供東京都の支援策一覧
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⑤【現地調査経費助成】（マンション充電設備普及促進事業）

•現地調査や提案書・見積書作成に係る経費を助成

•実施事業者として登録された充電事業者へ依頼

•設置案や費用を把握し、合意形成に活用

•助成額：上限18万円/件（同一年度内の複数利用は不可）

•今年度からは、賃貸物件オーナーも利用可能
拡充



都の支援 ⑥設置費用助成 ⑦ランニング経費助成
④充電事業者

への相談

②マンション管理

アドバイザー派遣

①オンライン

セミナー＆相談会

⑤現地調査

経費助成

③充電事業者との無料個別相談会

⓪ポータル

サイト

充電設備の
設置の流れ １.検討段階 ２.導入段階 ３.運用段階

②マンション管理

アドバイザー派遣

：普及啓発 ：補助制度：情報提供東京都の支援策一覧
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補 助 概 要
充電設備設置のために、新たに別途電気の引込工事を行うマンションに対して、
新たに契約した電気料金（基本料金）を助成

申 請 対 象
マンション管理組合、賃貸住宅オーナー又は本事業の実施事業者として登録している充電サービス
事業者（特別措置等に係る電気料金の契約者）

申 請 要 件
充電設備を１０基以上設置すること（駐車区画が１０区画未満の場合は全ての駐車区画に充電設備を設置すること）

※調査経費補助の交付によらずランニング経費助成単体での利用が可能

対 象 経 費 特別措置等に係る電気料金のうち基本料金

助 成 金 額 １８万円/年（低圧）、３３４万円/（高圧） を上限額に最大３年間助成

⑦【ランニング経費助成】（マンション充電設備普及促進事業）

拡充



〇産業労働局 説明資料
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設備購入費 設置工事費 その他 公共用設備の運営費

超急速充電設備
（出力90kW以上）

全額
（機種ごとの上限あり）

【蓄電池付き充電設備の場合】

上記金額＋335万円

上限1,600万円/基

【公道へ設置する場合】

上限2,500万円/基

【大規模事業所へ設置する場合】

上限1,750万円/基

【通信機能付き
充電設備の上乗
せ】

10万円/基

【受変電設備改修費】

上限435万円

【遠隔制御用ｴﾈﾙｷﾞｰ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ設備導入費】

上限30万円

【先行配管工事】

上限７万円/基

（機械式駐車場へ設置

する場合）

上限30万円/基

【保守費等】※2

上限40万円/基

【電気基本料金】※3

上限334万円/基

【土地の使用に
要する経費】

上限62万円/基

（設置後8年間まで）

急速充電設備
（出力10kW以上）

上限309万円/基

【公道へ設置する場合】

上限1,200万円/基

【大規模事業所へ設置する場合】

上限460万円/基

【保守費等】※2

上限40万円/基

【電気基本料金】※3

上限66万円/基

普通充電設備
V2H充電設備
充電用ｺﾝｾﾝﾄｽﾀﾝﾄﾞ

半額
（機種ごとの上限あり）

上限135万円※1

【機械式駐車場へ設置する場合】

上限171万円※1

【通信機能付き
充電設備の上乗
せ】

3万円/基

充電用コンセント 上限95万円※1

【機械式駐車場へ設置する場合】

上限171万円※1

V2B充放電設備
3基以上全額（上限250万円/基）※1 3基以上全額（上限125万円/基）※1

【ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ設備導入費】※1

3基以上全額（上限30万円/基）

産業労働局の取組紹介

 充電設備普及促進事業【事業者向け】

都内の事務所・工場・商業施設等において、充電設備の所有者に経費の一部を補助

13
※1 設置基数により補助率や上限額が異なる ※2 設置後３年間まで ※3 助成額の1/2は、再生可能エネルギーの電力割合に応じ助成。設置後８年間まで



産業労働局の取組紹介

 ZEV車両購入補助【事業者向け】

基本補助額 上乗せ補助額

給電機能
有

給電機能
無

車両

メーカー別※1

再エネ電力導入 充放電設備等設置※３

再エネ100%

電力契約※2
太陽光発電設備導入※2 V2B･V2H

公共用急速
超急速充電器

公共用
普通充電器

EV・PHEV 45万円 35万円
最大
+10万円

+15万円
EV +30万円
PHEV +15万円 一口につき

+10万円
一口につき

+10万円
一口につき

+5万円
カーシェア・レンタカー用EV・PHEV 75万円 65万円 ― ―

※１ ZEV及び非ガソリン車の一定の販売実績のあるメーカーの車両に対して、補助額を最大10万円上乗せ ※２いずれか一方のみが上乗せ

＊高額車両（税抜840万円以上）は、基本・上乗せ補助合計額に0.8を乗じた額を補助

補助額 補助上限額

EVバイク ガソリン車との価格差からCEV補助を除いた額 48万円

シェアリング・レンタル用EVバイク ガソリン車との価格差からCEV補助を除いた額＋5万円 53万円

EVバス・トラック ディーゼル車との価格差（充放電設備等設置などの上乗せ有り） 3,500万円

14

※３１台につき最大10万円上乗せ

ZEV車両購入費用の一部を助成



〇住宅政策本部 説明資料
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16

◇省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム 参加団体活動補助

◇不動産事業者における省エネ・再エネ住宅普及促進事業 不動産事業者向け動画研修

◇戸建住宅省エネ・再エネアドバイザー派遣事業 戸建住宅の省エネ等普及

◇マンション省エネ・再エネアドバイザー派遣事業 マンション共用部分の省エネ化等促進

◇東京都既存マンション省エネ・再エネ促進事業 マンションの再エネ等普及

◇既存住宅省エネ改修促進事業 既存住宅省エネ診断･設計補助

〇都と住宅関係団体間の情報共有・連絡協議のほか、団体による活動を支援することで、省エネ・再エネ住宅の普及を促進

住宅におけるゼロエミッション化に向けた取組を支援

脱炭素社会の実現に関する令和6年度住宅政策本部施策

〇既存住宅の省エネ化を促進するため、国事業を活用した補助制度により省エネ診断・設計費用を補助 ＊別紙説明

〇マンションへの省エネ改修・再エネ導入について、環境局の補助等を活用した初期費用や、節約できる電気代等の効果を検討
した計画の作成を専門家等に委託する経費を補助 ＊別紙説明

〇戸建住宅等の所有者に対して、建築士等を派遣し、個別状況に即したアドバイスや省エネ診断・設計・改修等に関する情報提供

〇省エネ・再エネ住宅や法・条例の改正内容等について、不動産事業者を対象とした研修動画を作成、団体等へ提供

〇建築及び電気のアドバイザーがマンションを訪問・調査し、マンション共用部分の省エネ化・再エネ化等を提案 ＊別紙説明
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マンション省エネ・再エネアドバイザー派遣事業

対 象 者

・マンション管理組合
・区分所有者
・賃貸マンションの所有者

等

派 遣 料 無料

派遣回数 １管理組合等1回（下記①、②）

派遣内容

①相談、調査：建築及び電気のアドバイザー2名がマン
ションを訪問し、アドバイスをする。
②提案、説明：①の調査結果を踏まえた「提案書」を
作成、説明し、省エネ化・再エネ化の実施に向けたア
ドバイスをする。

募 集 数
・上期（4月～9月）：40件
・下期（10月～3月）：40件

申込受付
窓 口

（一社）東京都マンション管理士会
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対 象 者
・分譲マンションの管理組合
・賃貸マンションの所有者

補助率等 100％（上限37万円）

補助対象

マンションへの省エネ改修・再エネ導入について、環
境局の補助等を活用した初期費用や、節約できる電気
代等の効果を検討した計画の作成を専門家等に委託す
る経費

補助要件

・都内のマンションであること
・5年以内に一定の修繕工事等を実施予定であること
・太陽光発電及び蓄電池システム導入を検討すること

等

申請受付
窓 口

（公財）東京都環境公社
東京都地球温暖化防止活動推進センター
（クールネット東京）

相談窓口・
専門家紹介

（一社）東京都建築士事務所協会

東京都既存マンション省エネ・再エネ促進事業



東京都既存住宅省エネ改修促進事業

対 象 者
・住宅の所有者
・マンション管理組合 等

補 助
対 象

省 エ ネ 診 断 ・省エネ診断に必要な調査費用
・BELSの評価・認証取得に必要な費用 等

省 エ ネ 設 計
・省エネ改修に必要な調査・設計・計画に係る費用
・改修設計についてBELSの評価・認証取得に必要な費用
・省エネ改修工事の工事監理に係る費用 等

補 助
率 等

省 エ ネ 診 断 2/3（補助上限額17万円/戸）

省 エ ネ 設 計
省エネ基準適合の場合 2/5（補助上限額18万円/戸）
ZEH水準適合の場合 4/5（補助上限額36万円/戸）

補 助 要 件
・省エネ設計にあっては、耐震性を有するもの（本省エネ設計
に併せて耐震改修に係る計画の作榮を行うものを含む） 等

申 請 受 付 窓 口 東京都住宅政策本部 民間住宅部 計画課 脱炭素化施策推進担当

都内既存の集合住宅及び戸建住宅において

省エネ診断、省エネ設計に補助を行います。

【ポイント】マンション充電設備設置と併せて省エネ改修を検討する際に、ご活用いただけます。
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